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付録 1：長期変化傾向の統計的有意性の評価について 
 

気温や降水量等の観測値は、様々な時空間スケールの大気や海洋の変動による影響を受けているた

め、自然のゆらぎを背景に地球温暖化や都市化に伴う変化傾向をとらえるためには、観測データを適

切な統計量に変換し、時系列で並べた統計量にランダムな変動要因では説明できない系統的な変化傾

向が含まれている可能性がどの程度か検定を行う必要がある。そして、「統計的検定」の結果、経年

変化がランダムな変動要因だけでは説明できないと判断することが妥当な場合には、「統計的に有意

な変化傾向がある」等と表現される。 
本報告では、統計量にみられる長期変化傾向（トレンド）の有無について、統計的有意性を 90%

の信頼度水準で検定した結果を判断基準としている。 
 
この統計的検定には次のような手法を用いている。 

 
（イ）統計量の年々変動成分が正規分布に従うことが仮定できる場合 

平均気温や平均相対湿度等は、トレンド成分を除去した年々の統計量の出現頻度は正規分布に

従うと仮定できる。概ね正規分布とみなすことが出来る統計量に対しては、ピアソンの積率相関

係数を用いたパラメトリック検定（t検定）を行う。 
 
（ロ）統計量の年々変動成分が正規分布に従うことが仮定できない場合 

猛暑日や熱帯夜の日数、降水量等は、トレンド成分を除去した年々の統計量の出現頻度は正規

分布に従うことが仮定できない場合がある。正規分布に従うと仮定できない統計量に対しては、

ケンドールの順位相関係数を用いたノンパラメトリック検定（ケンドール検定）を行う。 
 
統計的検定では、原理的に「統計的に有意」と判定されても、結果が誤りである可能性が常に存在

する。「信頼度水準 90%以上で統計的に有意」の場合には、観測値における経年変化傾向がランダム
な変動要因により偶然に出現しているにも関わらず、誤って有意と判定してしまう確率を最大で10%
まで許していることを意味している。逆に、系統的な変化傾向が存在していても、それを正しく検出

できない場合もある。一般的に、ノンパラメトリック検定はパラメトリック検定に比べて検出力が低

く、有意な変化傾向として検出されにくい。また、統計年数が短い、年々の変動幅が大きい、発生頻

度が稀、等の場合には、今後新しいデータが追加されることにより検定結果が変化する可能性が大き

い。本報告の分析結果は、以上の「統計的検定」の性質に留意の上で活用されたい。 
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付録 2：観測場所の移転に伴う気温データの補正方法について 
 

ある観測地点において観測場所の移転があった場合、その地点の長期変化傾向を把握するためには、

移転の影響を補正した長期間にわたる均質なデータが必要となる。しかし、実際の観測値には、様々

な時空間スケールの自然変動や人為的影響（温暖化や都市化）による変動が含まれているため、その

補正には注意を要する。 
本報告書では移転の影響によって時系列データに階段状の変動が生じたと仮定して、次のような方

法を用いて補正値（階段状の変動に伴う段差）を求めている。対象とするのは、月平均気温、日最高

気温の月平均値、日最低気温の月平均値である。 
 
（イ） 移転の前に新旧の観測場所で同時に観測が行われた場合（東京が該当） 

それらが同時に観測された値を利用する。 
「東京」の観測場所は、2014 年 12 月 2 日に大手町から北の丸公園に移転したが、各観測場

所における 2年間（2012年 4月～2014年 3月）の月別統計値の 2年間平均値を求めた上で、
両者の値の差を月別補正値とした。なお、詳細は気象庁観測部（2016）を参照されたい。 

 
（ロ） 移転にあたって新旧の観測場所で同時に観測が行われなかった場合（東京以外の地点が該当） 

移転が行われた年を含めた前後 8年間の観測値を利用する。 
まず、移転の影響が無かった全国の気象官署の月平均値から、全国的及び地域的に生じている

自然変動や人為的影響（温暖化や都市化）による変動パターンを見積もる。そして、移転のあっ

た観測地点の月平均値は、先に見積もった全国的及び地域的に生じている変動と移転の影響によ

る変動との和であると仮定し、重回帰分析を用いて月別補正値を求めた。詳細は大野ほか（2011）
を参照されたい。 

 
これらの手法では、移転によって階段状の変動が生じ、かつ、その移転の前後での観測環境の違い

は統計期間中変わらず一定であったと仮定としているため、均質なデータを作成する際には、上記で

求めた月別補正値を移転前の観測値すべてに一律に与えている。そして、年や季節の平均値は、この

補正された月平均値を統計処理して求めている。 
しかしながら、実際には移転前後の観測環境の違いは過去にわたって変わらず一定ではなく、補正

値を過去にわたって一律に適用できるかどうかは分からない。そのため、補正方法は今後も大きな検

討課題である。 
 
－参考文献－ 
大野浩史,吉松和義,小林健二,若山郁生,諸岡浩子,及川義教,平原翔二,池田友紀子,齋藤仁美, 2011: 気
温の時系列データから気象官署の移転にともなう影響を補正する手法について. 測候時報, 78.1-2, 
31-41. 

気象庁観測部, 2016: 地上気象観測地点 「東京」 の露場移転について（その２ 平年値の更新につ
いて）. 測候時報, 83, 7-32. 
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付録 3：都市気候モデルについて 
 
○都市気候モデルの概要 
都市気候モデルの概要を図 A1に示す。都市気候モデルとは、数時間から 1日先の大雨や暴風等の

災害をもたらす現象を予測することを主要な目的として、日々の天気予報や防災気象情報の作成に利

用されていたメソモデル（気象庁, 2003,2008）に、図 A1で示すような、大気の状態とともに地形、
都市域と草地や森林等の土地の利用形態、人工排熱等を入力し、地表面や建築物との熱のやり取りを

モデル化したもので、都市における大気の状態をコンピュータ上で精度よく再現することを目的とし

て開発されたものである。水平の解像度は 2kmである。都市気候モデルの詳細設定については、萱
場,石原（2014）や Aoyagi and Seino（2011）を参照されたい。 

 
 

 
図 A1 都市気候モデルの概要 
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○人工排熱量データ 
モデルに与える人工排熱量データについては、萱場ほか（2010）で作成された推定式により、総

務省統計局の人口データや従業者数データ、国土数値情報の土地利用 3次メッシュデータをもとに作
成したデータを利用している。図 A2は、上記で作成された関東の 8月の 15時の分布図と東京（大
手町）の観測地点における 8月の時系列図を示している。 

 

  
図 A2 シミュレーションで用いる 8月の 15時の人工排熱量分布（左図、単位：W/m2）と東京（大手

町付近）の 8月の人工排熱量の 24時間時系列図（右図、単位：W/m2） 
 
○土地利用データと都市域の設定 
都市気候モデルで用いる土地利用形態には、国土交通省国土政策局が公開している国土数値情報の

土地利用 3 次メッシュデータ（平成 18 年度版）を使用している。本データの土地利用種別は、田、
その他の農用地、森林、荒地、建物用地（住宅地・市街地等で建物が密集しているところ）、幹線交

通用地（道路・鉄道・操車場等で、面的に捉えられるもの）、その他の用地（運動競技場、空港、競

馬場・野球場・学校港湾地区・人工造成地の空地等）、河川地及び湖沼、海浜、海水域、ゴルフ場に

分類されている。シミュレーションでは、このうちの建物用地、幹線交通用地、その他の用地の割合

が 50%（下図では 0.5）以上を都市域と設定している（図 A3）。 
 

   

図 A3  関東地方（左図）、近畿地方（中央図）、東海地方（右図）における都市気候モデルでの各格子の
都市の割合 
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○都市気候の評価方法 
都市化による気候への影響を定量的に評価するために、都市の地表面状態や人工排熱を考慮した場

合のシミュレーションを「都市あり実験」、また、都市の影響を除去した場合（都市域の地表面状態

を草地に置き換え、かつ、人工排熱をゼロにすることで、仮想的に人間が都市を建設する以前の状態

に戻す）のシミュレーションを「都市なし実験」として、2つの実験を行い、都市あり実験結果から
都市なし実験結果を引いたものを都市化の影響とみなす（図 A4）。 
 なお、このモデルの都市あり実験における再現精度については概ね良好である。詳細については「ヒ

ートアイランド監視報告（平成 23年）」、「同（平成 24年）」（気象庁, 2012,2013）を参照されたい。 
 

都市あり実験結果 都市なし実験結果 都市化の影響 

   
図 A4  関東地方における 2017年 8月の平均気温の都市あり実験結果（左図、単位：℃）、都市なし実験
結果（中央図、単位：℃）、都市化の影響による平均気温の変化：「都市あり実験」と「都市なし実験」の

差（右図、単位：℃） 
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